
平成２７年度子ども・子育て支援事業計画関連施策(推進・管理事業）

基本目標１ すべての子どもが健やかに、幸せに育つことを応援するために

１－１ 特定教育・保育事業

番号 事業名 事業概要 平成27年度決算額(円) 平成27年度実績 評価 平成28年度予算額(円) 平成28年度の予定 所管課

14
幼稚園長時間預かり保
育補助事業

幼稚園利用の推進、保育園の待機児
童解消、子育て家庭の就労機会拡大
のため、幼稚園教育時間の前後や春
季･夏季及び冬季休園時に預かり保育
を実施する市内私立幼稚園に対し、
人件費等の補助を行う。

16,923,465
市内３園実施
延べ利用者数1,763名

4 19,058,000
継続して実施し、幼稚園長時間
預かり保育の更なる普及を促進
する。

子育て支援課

15 産休明け保育の充実
出産後の養育者の就労と子育ての両
立支援を図るため、産休明け保育事
業の充実を図る。

―
出産後の養育者の就労と子育て
の両立支援を図るため、産休明
け保育事業を実施した。

3 ―
出産後の養育者の就労と子育て
の両立支援を図るため、継続し
て実施する。

子育て支援課

16
保育園における幼児教
育の充実

保育園から小学校の教育へ円滑に移
行できるよう、保育園における幼児
教育の充実を図る。

―

保育園から小学校の教育へ円滑
に移行できるよう、保育園にお
ける幼児教育の充実を推進し
た。

3 ―

児童が、学びの場である小学校
に円滑に移行するために、保育
園時代において、必要な集団生
活のルールやマナーが習得でき
るよう引き続き推進する。

子育て支援課

17
家庭保育室委託事業の
充実

保護者の就労・疾病等により、家庭
での保育が困難な乳幼児の保育業務
を保育室に委託し、実施する。

70,886,976

保護者の就労・疾病等により、
保育に欠ける乳幼児の保育業務
を保育室に委託し、実施した。
また、家庭保育室を利用する保
護者の負担を少なくするため、
保育料の軽減の対象年齢の拡大
を図った。
市内保育室１１か所
市外保育室３か所
平成２７年度利用乳幼児数延べ
９８３名

4 59,211,000

保護者の就労・疾病等により、
保育に欠ける乳幼児の保育業務
を保育室に委託し、実施する。
また、家庭保育室を利用する保
護者の負担を少なくするため、
保育料の軽減の対象年齢の拡大
を図る。
市内保育室９か所
市外保育室２か所

子育て支援課

18
家庭保育室の小規模保
育事業への移行推進・
支援

埼玉県による家庭保育室事業が平成
３１年度に終了となる見込みである
ことから、各保育室の小規模保育事
業への移行推進・支援を行う。

―
家庭保育室の小規模保育事業へ
の移行推進・支援を行った。
小規模保育事業へ移行　１か所

3 ―

家庭保育室の小規模保育事業へ
の移行推進・支援を行う。
小規模保育事業へ移行　１か所
認可保育園へ移行　１か所

子育て支援課

19
サービス評価の仕組み
の導入・実施

保育サービスの評価等仕組みの導
入・実施について取組を進める

―
福祉施設第三者評価の成果・結
果の採用に努めた。

3 ―

公立保育園への導入について引
き続き検討する。
法人保育園への導入について、
協力していく。

子育て支援課

1-2 地域子ども・子育て支援事業
番号 事業名 事業概要 平成27年度決算額(円) 平成27年度実績 評価 平成28年度予算額(円) 平成28年度の予定 所管課

20

教育・保育事業及び地
域子育て支援サービス
に関する情報提供の充
実

地域における多様な子育て支援サー
ビスの情報を一元的に把握するとと
もに、子育て家庭に対する総合的な
情報提供、利用援助等の支援を行
う。

―
利用者支援事業（特定型）とし
て、利用者支援員を配置した。

3 ― 継続して配置予定 子育て支援課



平成２７年度子ども・子育て支援事業計画関連施策(推進・管理事業）

番号 事業名 事業概要 平成27年度決算額(円) 平成27年度実績 評価 平成28年度予算額(円) 平成28年度の予定 所管課

21
児童センター業務の充
実

指定管理者制度による事業受託者と
連携し、子どもに豊かな生活を提供
できるようスポーツ、文化、レクリ
エーション等の多彩なプログラムを
展開し、児童センター業務の充実を
図る。プログラムの策定に当たって
は、子どもの参画を推進する。

52,773,697

新座市児童センター及び福祉の
里児童センターの運営、管理を
指定管理者として、NPO法人に
委託した。
・新座市児童センター
利用者数：74,363人
主な事業：「モリモリタイム」
「天体観望会」など
事業開催回数・参加者数：延べ
1,637回、29,862人
・福祉の里児童センター
利用者数：47,780人
主な事業：「ぐんぐんタイム」
「ラズベリータイム」など
事業開催回数・参加者数：延べ
1,277回、13,997人

5 53,449,000

引き続き、新座市児童センター
及び福祉の里児童センターの、
管理・運営を指定管理者とし
て、NPO法人に委託する。

子育て支援課

22 休日保育の充実
休日の保育の需要に対応するため、
休日保育を保育園で実施する。

―

市内１園実施
延べ利用者数237名
平成27年度は給付費の休日加算
での支出。

3 ―
休日の保育の需要に対応するた
め、引続き実施していく。

子育て支援課

23 夜間保育の検討
保護者の就労などにより、夜間の保
育を必要とする子どものために夜間
保育の実施を検討する。

―

保護者の就労等により、夜間の
保育園を必要とする子どものた
めに夜間保育の実施を検討し
た。

2 ―
社会情勢等と照らし合わせ、実
施すべきか引き続き検討する。

子育て支援課

24
幼稚園就園奨励費等補
助

私立幼稚園就園奨励費補助金、就園
費補助金、幼稚園入園費補助金等の
拡充等により、保護者の経済的負担
の軽減を図り、幼稚園への就園を推
進する。

336,255,719

保護者の経済的負担の軽減のた
め、私立幼稚園就園奨励費補助
金等を交付した。

就園奨励費（国庫補助）2,376
人
315,098,180円
就園費補助金（市単独補助）
446人
13,036,000円
入園費補助金（市単独補助）
935人
4,675,000円

3 348,498,000 継続して実施する。 子育て支援課

25
新座市子どもの放課後
居場所づくり

小学校施設（教室や校庭など）を活
用し、地域の方々のご協力を得なが
ら、子どもたちが安全・安心に集え
る居場所をつくる。学習や遊び、体
験・交流活動などの機会を提供する
ことにより、子どもたちが地域社会
の中で心豊かで健やかに育まれる環
境づくりを推進する。

30,208,885
東野小、石神小、東北小、新堀
小、第四小、野寺小、栗原小の
計７校で実施

5 52,041,000
東野小、石神小、東北小、新堀
小、第四小、野寺小、栗原小、
新開小の計８校で実施

生涯学習ス
ポーツ課



平成２７年度子ども・子育て支援事業計画関連施策(推進・管理事業）

１－３ 子どもの育ちを応援する事業

番号 事業名 事業概要 平成27年度決算額(円) 平成27年度実績 評価 平成28年度予算額(円) 平成28年度の予定 所管課

26 児童相談の充実

家庭における適切な児童の養育と、
養育に関連して発生する児童の問題
の解決を図るため、家庭児童の福祉
に関して専門的に相談、指導に当た
る。

―
公立保育園の園長が、主に乳幼
児の保護者の育児の悩みや相談
に応じた。

4 ― 引続き継続して実施していく。
子育て支援
課

27 児童相談の充実

家庭における適切な児童の養育と、
養育に関連して発生する児童の問題
の解決を図るため、家庭児童の福祉
に関して専門的に相談、指導に当た
る。

1,311,659
電話又は来庁によって児童の相
談を受けた。
新規相談受付件数　267件

5 1,419,000
電話又は来庁によって児童の相
談を実施していく。

児童福祉課

28
児童の権利に関する啓
発

子どもの保護と基本的人権の尊重を
促進することを目的とした「子ども
の権利条約」の啓発・普及に努め
る。

―
啓発・普及に努め、子どもの保
護や相談等に関するポスター掲
示等を行なった。

3 ―
引続き、啓発・普及に努めてい
く。

子育て支援
課

29
児童の権利に関する啓
発

子どもの保護と基本的人権の尊重を
促進することを目的とした「子ども
の権利条約」の啓発・普及に努め
る。

―

子どもの保護と基本的人権の尊
重を促進することを目的とした
「子どもの権利条約」の啓発・
普及に努めた。広報５月号に啓
発記事を掲載。

5 ―

子どもの保護と基本的人権の尊
重を促進することを目的とした
「子どもの権利条約」の啓発・
普及に努める。広報５月号に啓
発記事を掲載。

児童福祉課

30
食育事業（エプロンシ
アター）

市内幼稚園・保育園の子ども及びそ
の保護者に対し、栄養士によるエプ
ロンシアターを行うことにより、幼
児期からの食育を通じて日常の正し
い食習慣を形成し、子どもたちのよ
り健やかな成長と食生活の改善を図
る。公立保育園及び希望する幼稚園
に対して地域活動栄養士会と協働
し、エプロンシアターを実施する。

56,000

公立保育園６園に対し１回ずつ
実施した。参加園児・職員計７
２０人
（幼稚園については保健セン
ター担当）

5 56,000
公立保育園６園に対し１回ずつ
実施予定。

子育て支援
課

31
食育事業（エプロンシ
アター）

市内幼稚園・保育園の子ども及びそ
の保護者に対し、栄養士によるエプ
ロンシアターを行うことにより、幼
児期からの食育を通じて日常の正し
い食習慣を形成し、子どもたちのよ
り健やかな成長と食生活の改善を図
る。公立保育園及び希望する幼稚園
に対して地域活動栄養士会と協働
し、エプロンシアターを実施する。

56,000

市内幼稚園児及びその保護者に
対し、栄養士によるエプロンシ
アターを行い、幼児期からの食
育を通じて日常の正しい食習慣
を形成し、子どもたちのより健
やかな成長と食生活の改善を
図った。希望する幼稚園に対し
て地域活動栄養士会と協働し、
エプロンシアターを実施した。
８園で実施、のべ984名

4 56,000

市内幼稚園児及びその保護者に
対し、栄養士によるエプロンシ
アターを行い、幼児期からの食
育を通じて日常の正しい食習慣
を形成し、子どもたちのより健
やかな成長と食生活の改善を
図った。希望する幼稚園に対し
て地域活動栄養士会と協働し、
エプロンシアターを実施する。
８園で実施予定。

保健セン
ター

32
給食放射性物質検査事
業

福島第一原子力発電所の事故以来、
食材への不安が寄せられていること
から、保育園及び学校の給食、食材
の安全性の確認を目的として、給食
食材、提供食について放射性物質検
査を実施する。

347,328

公立保育園において、一週間分
の給食をまとめた検体の測定を
月に４園実施した。さらに、市
の簡易測定器を用いて、２日分
の給食をまとめた検体および食
材の測定を月に２回実施した。

5 388,800 Ｈ２７年度同様に実施予定
子育て支援
課



平成２７年度子ども・子育て支援事業計画関連施策(推進・管理事業）

番号 事業名 事業概要 平成27年度決算額(円) 平成27年度実績 評価 平成28年度予算額(円) 平成28年度の予定 所管課

33
給食放射性物質検査事
業

福島第一原子力発電所の事故以来、
食材への不安が寄せられていること
から、保育園及び学校の給食、食材
の安全性の確認を目的として、給食
食材、提供食について放射性物質検
査を実施する。

・検査委託料
　912,384円
・食材費負担金
　119,880円
・消耗品費（検体）
　　24,377円
合計
1,056,641円

・一週間分検査：８８検体
・一食分検査：３８検体
・食材検査：７２検体

5

・検査委託料
　951,000円
・食材費負担金
　121,000円
・消耗品（検体）
　　30,094円
合計
1,102,094円

・一週間分検査：８８検体
・一食分検査：３８検体
・食材検査：７２検体

学務課

34 子どもの健全育成事業

被保護世帯の子どもが、健全に育成
される環境を整備するため、子ども
育成支援相談員を生活福祉課に配置
し、支援する。

1,480,594

　被保護世帯の子どもが健全に
育成される環境の整備に向け
て、日常生活自立支援や養育、
教育を支援する専門相談員を配
置した。２７年度の支援世帯数
55世帯。

4 1,887,000

　長期的な関わりを持つ中で信
頼関係を築き、家庭環境の改善
や子どもの学習支援につなげて
いくとともに、就労支援につな
げていくことで貧困の連鎖を生
じさせない取組を行う。

生活福祉課

35
子育て支援ホームヘル
パー派遣事業

出産直後の母親のいる家庭で、親族
などから家事援助が望めない家庭に
対し、ホームヘルパーを派遣する。

1,047,486

申込件数25件、派遣件数22
件。
派遣日数、239日　派遣時間
433時間

4 1,161,000 Ｈ２７年度同様に実施予定
子育て支援
課

36
ファミリー・サポー
ト・センター産後育児
サポート事業

出産後から生後２か月未満の子ども
のいる家庭で、沐浴や授乳等の育児
に関わるサポートを行う。

― 産後育児サポート件数：21回 5 ― 継続して実施予定
子育て支援
課

37
保育園における食育の
推進

保育園の食事・行事・日常の保育を
通して、健康な心身と良い食習慣を
形成する。

―
食事・行事・日常の保育を通し
て食育の推進を行った。

5 ―
食事・行事・日常の保育を通し
て食育の推進を行う。

子育て支援
課

38 こども医療費の助成

子どもが必要とする医療を容易に受
けられるようにするため、子どもが
医療機関にかかった際に窓口で支払
う保険診療の自己負担分を助成す
る。

603,660,318

こども（１８歳となる年度末ま
で）が必要とする医療を容易に
受けられるようにするため、こ
どもが医療機関にかかった際に
窓口で支払う保険診療の自己負
担分の医療費を支給した。
支給件数　339,656円
支給額　603,660,318円

5 609,281,251

こどもが必要とする医療を容易
に受けられるようにするため、
こどもが医療機関にかかった際
に窓口で支払う保険診療の自己
負担分を助成する。

児童福祉課

39 児童手当の支給
児童手当を支給し、家庭生活の安定
と子どもの健全な育成を図る。

2,736,340,559
児童手当支給延児童数
252,052人

5 2,739,306,000 手当の支給を継続する。 児童福祉課

40 家庭児童相談室

家庭における適切な児童の養育と、
養育に関連して発生する児童の問題
の解決を図るため、家庭児童の福祉
に関して専門的に相談・助言に当た
る。さらに、必要があれば専門機関
への紹介も行う。

12,584,397

家庭における適切な児童の養育
と養育に関して発生する児童の
問題の解決を図るため、家庭児
童の福祉に関して相談を受け
た。
相談件数延べ６，５４３件

5 12,877,000

家庭における適切な児童の養育
と養育に関して発生する児童の
問題の解決を図るため、家庭児
童の福祉に関して相談を受け
る。

児童福祉課



平成２７年度子ども・子育て支援事業計画関連施策(推進・管理事業）

番号 事業名 事業概要 平成27年度決算額(円) 平成27年度実績 評価 平成28年度予算額(円) 平成28年度の予定 所管課

41
３歳児グループ指導
（でんでんむしの家）

発達支援や育児支援が必要とされる
児童及び親（家庭）に対して、集団
指導や相談活動を通して支援を行
う。

―
（家庭児童相談室決算

額に含まれる）

発達、育児支援の必要とされる
児童及び親（家庭）に対して集
団指導や相談活動を通して支援
を行った。また、他機関との連
携も図った。
年間３９回実施。参加延べ児童
数２４５名。心理士による心理
相談（グループ指導、個別相
談、カンファレンス）１３回、
作業療法士による療育相談（グ
ループ指導）４回実施。

5
―

（家庭児童相談室予算額
に含まれる）

発達、育児支援の必要とされる
児童及び親（家庭）に対して集
団指導や相談活動を通して支援
を行う。また、他機関との連携
も図る。
年間３９回実施予定。心理士に
よる心理相談（グループ指導、
個別相談、カンファレンス）１
３回、作業療法士による療育相
談（グループ指導）４回実施予
定。

児童福祉課

42
３歳児グループ指導事
後フォロー（とんぼグ
ループ）

でんでんむしの家の卒業児及び３歳
児、４歳児で家庭児童相談員と関わ
りのある親子を対象に個別的、集団
的なテーマを通して子どもの成長を
促す。

―
（家庭児童相談室決算

額に含まれる）

でんでんむしの家卒業以降も発
達支援や育児支援の必要とされ
る、児童及び親（家庭）に対し
て集団指導や相談活動を通して
支援を行った。年間４回実施。
参加延べ児童数６２人

5
―

（家庭児童相談室予算額
に含まれる）

でんでんむしの家卒業以降も発
達支援や育児支援の必要とされ
る、児童及び親（家庭）に対し
て集団指導や相談活動を通して
支援を行う。年間４回実施予
定。

児童福祉課

43 ひとり親家庭相談
ひとり親家庭に関する相談に応じ、
助言指導や関係機関の紹介などを行
う。

13,868

・電話・面接・訪問による相談
・ひとり親家庭児童就学支度
金、母子及び父子並びに寡婦福
祉資金貸付の進達事務を行っ
た。

4 9,000

・随時、電話・面接・訪問によ
る相談を実施。
・ひとり親家庭児童就学支度
金、母子及び父子並びに寡婦福
祉資金貸付の進達事務を行う。

児童福祉課

44
家庭児童相談員の健診
事業等への参加

１歳６か月児健診や３歳児健診の会
場で発達や育児の相談を受け、必要
に応じグループ指導につなげたり、
専門機関へ紹介を行うなど、関係機
関と連携を図りながら支援を行う。

―
（家庭児童相談室決算

額に含まれる）

１歳６か月児健診や３歳児健診
の会場で発達や育児の相談を受
け、必要に応じ健診事後指導グ
ループにつなげたり、専門機関
へ紹介を行うなど関係機関と連
携を図りながら支援を行った。
１歳６か月児健診、３歳児健診
年間各２４回、１歳６か月児健
診事後指導グループ年間２４回
実施。

5
―

（家庭児童相談室予算額
に含まれる）

１歳６か月児健診や３歳児健診
の会場で発達や育児の相談を受
け、必要に応じ健診事後指導グ
ループにつなげたり、専門機関
へ紹介を行うなど関係機関と連
携を図りながら支援を行う。
１歳６か月児健診、３歳児健診
年間各２４回、１歳６か月児健
診事後指導グループ年間２４回
実施予定。

児童福祉課

45 乳幼児相談の充実

保健師と栄養士・歯科衛生士で実施
しているが、利用者が気軽に相談で
きるよう、利便性を考慮し、周知方
法や実施方法等を工夫しながら推進
する。

468,723

保健センターにて保健師、栄養
士・歯科衛生士による相談を、
月１回(年１２回)ずつ実施。
延べ８２７人が来所した。

4 456,000

昨年度に引き続き、乳幼児健診
などで体格や発達に心配のある
乳幼児の経過観察と、直接来所
予約制で体格測定や相談ができ
る場として、保健師と栄養士・
歯科衛生士による相談を、月１
回ずつ(年１２回)実施予定。

保健セン
ター

46
栄養相談・栄養指導の
実施

乳幼児健診や乳幼児相談において、
栄養士による相談及び食育啓発に関
するチラシの配布を行い、乳幼児の
家庭での食事を通した健康づくりや
食育の支援を行う。

―

乳幼児健診や乳幼児相談において、
栄養士による相談及び食育啓発に関
するチラシの配布を行い、乳幼児の
家庭での食事を通した健康づくりや
食育の支援を行った。また、３歳児
健診では栄養士による食育紙芝居
コーナーを設置した。乳幼児相談１
２回、乳幼児健診９６回実施、相談
者のべ７３９名

5 ―

乳幼児健診や乳幼児相談におい
て、栄養士による相談及び食育啓
発に関するチラシの配布を行い、
乳幼児の家庭での食事を通した健
康づくりや食育の支援を行った。
また、３歳児健診では栄養士によ
る食育紙芝居コーナーを設置す
る。乳幼児相談１２回、乳幼児健
診９６回実施予定。

保健セン
ター



平成２７年度子ども・子育て支援事業計画関連施策(推進・管理事業）

番号 事業名 事業概要 平成27年度決算額(円) 平成27年度実績 評価 平成28年度予算額(円) 平成28年度の予定 所管課

47 乳幼児健康診査の充実
乳幼児を対象に発育・発達状況の確
認と疾病の早期発見及び育児不安の
軽減や解消を図るために実施する。

18,672,844

保健センターを会場に、３～４
か月児、９～１０か月児、１歳
６か月児、３歳児を対象に健康
診査を実施した。回数は各健診
２回／月、９６回／年。受診者
は３～４か月児：1,310人
（97.3％）、９～１０か月児：
1,310人（96.0％）、１歳６か
月児:1,380人（９５．８％）、
３歳児:1,353 人（93.4％）で
あった。　※（）内は受診率

4 19,767,000

昨年度に引き続き、乳幼児を対
象に発育・発達状況の確認と疾
病の早期発見及び育児不安の軽
減や解消を図るために実施予
定。

保健セン
ター

48 乳幼児歯科健診の充実
歯科健診及び歯科衛生士による集団
ブラッシング指導を実施する。

1歳6か月児健
診:2,188,630
2歳児歯科:718,743
3歳児健
診:2,498,257
親子歯科:2,727,508

計:8,133,138

1歳6か月児健診、3歳児健診時
に歯科健診を実施。各年24回実
施。受診者は1歳6か月児健診
1,379人、3歳児健診1,352
人。希望者にフッ化物塗布を実
施、1,239人が塗布した。2歳
児歯科健診は年6回実施、受診
者は451人。親子歯科健診(5歳
児歯科健診)は8月～11月の間に
歯科医院での個別健診を実施。
受診児数は332人、フッ化物塗
布は320人が受けた。

5

1歳6か月児健診
:2,194,851
2歳児歯科:722,104
3歳児健診:2,506,214
親子歯科:3,057,828

計:8,480,997

昨年度に引き続き、1歳6か月
健診、3歳児健診時に歯科健診
を実施。各年24回実施予定。
希望者にフッ化物塗布を実施す
る。2歳児歯科健診は偶数月、
年6回実施予定。親子歯科健診
(5歳児歯科健診)は8月～11月
の間に協力歯科医院での個別健
診を実施予定。

保健セン
ター

49
１歳６か月児健康診査
事後指導（ころころク
ラブ）

１歳６か月児健診等において、継続
的な相談が必要と思われる幼児及び
その保護者に対し、集団遊びや個別
相談を実施する。

254,819

実施回数：各１２回ずつ
年長：参加実人数２８名、参加
延人数９４名（どちらも見学含
む）ひよこ：参加実人数２２
名、参加延人数８９名（どちら
も見学含む）

5 253,686

１歳６か月児健診等において、
継続的な相談が必要と思われる
幼児及びその保護者に対し、集
団遊びや個別相談を実施予定。
（年長及びひよこにて各１２回
ずつ）

保健セン
ター

50 母子愛育会活動の助成
母と子の保健を中心に地域の健康づ
くりを推進している活動を支援す
る。

―

母子保健を中心に地域の健康づ
くりを推進している活動を実
施。市内公民館や集会所３施設
で１７回「母と子のつどい」を
開催。３１５組の親子が参加。
その他「応急処置講習会」、
「子育て講演会」等では４９組
の親子が参加。

5 ―
昨年同様、「母と子のつどい」
や「子育て講演会」等の開催を
予定している。

保健セン
ター

51 小児救急医療支援事業

夜間や休日においても小児科医を確
保する体制を構築するため、「小児
病院群輪番制」の参加病院に対し運
営費の一部を補助し、小児医療の充
実を図る。

2,442,266

夜間や休日において小児科医を確保
する「小児病院群輪番制」の参加病
院に対して運営費の一部を補助し、
小児医療の充実を図った。朝霞地区
管内６市１町で、２病院が実施。
新座市分補助金2,442,266円

5 2,429,769

「小児病院群輪番制」の参加病
院に対して運営費の一部を補助
予定。朝霞地区管内６市１町
で、２病院が実施予定。

保健セン
ター

52 医療情報の提供
広報及びホームページを通じて休日
診
療・救急病院等の情報提供を行う。

―

広報及びホームページを通じて
休日診療・救急病院等の情報提
供を行った。通常の情報提供に
加え、年末年始、ＧＷ、お盆期
間等の連休時の情報も提供して
いる。

4 ―
引き続き、広報及びホームペー
ジを通じて休日・救急病院等の
情報提供を実施していく予定。

保健セン
ター



平成２７年度子ども・子育て支援事業計画関連施策(推進・管理事業）

番号 事業名 事業概要 平成27年度決算額(円) 平成27年度実績 評価 平成28年度予算額(円) 平成28年度の予定 所管課

53
教育インターネット環
境の充実

小・中学校間のみならず他の教育機
関も含めたインターネット環境を整
備することで、教育指導や授業方法
等の充実を図る。

26,556,944

従来のプロバイダ契約を見直
し、以前よりも安価で高速度の
通信網に切替を行った。 5 24,679,000 安定的な管理運用を図る。 教育総務課

54
コンピュータ教育の充
実

情報化の進展に対応した学習環境を
推し進めるため、小・中学校の授業
等に校内ＬＡＮを活用し、よりわか
りやすい授業を実施する。

112,915,999

校務システム及び授業支援シス
テムを活用し、教育におけるコ
ンピュータ環境を充実させた。

5 104,990,000
従来のシステムを適正に管理運
用し、適宜システムの見直しを
検討する。

教育総務課

55 就学援助制度

経済的な理由により就学が困難と認
められる場合に、保護者に対して、
小・中学校でかかる経費（学用品
費、学校給食費、林間学校費、修学
旅行費等）を援助する。

・小学校
　55,306,524円
・中学校
　55,763,961円

合計
111,070,485円

認定数
・小学校　876人
・中学校　492人

合計　1,368人

4

・小学校
　57,048,000円
・中学校
　58,033,000円

合計
115,081,000円

認定数
・小学校　831人
・中学校　500人

合計　1,331人
学務課

56 情報教育の推進

子どもの情報活用能力を育成するメ
ディアリテラシー教育の実施ととも
に、情報機能のネットワーク化を図
る。

5,700,514

児童生徒の情報活用能力を育成
することを目標に、全小中学校
２校に1人、コンピュータ業務
補助員を配置し、その活用を図
る授業実践を推進した。

5 5,934,000

児童生徒の情報活用能力を育成
することを目標に、全小中学校
２校に1人、コンピュータ業務
補助員を配置し、その活用を図
る授業実践を推進する。情報機
器の利点を生かして、調べ学習
で活用したり、発表活動で自分
の考えを他に分かりやすく表現
したりする方法を学習する。ま
た、デジタル教科書を利用して
児童生徒にとって分かりやすい
授業づくりに取り組む。

指導課

57
学校における食育の推
進

子どもたちが、食に関する正しい知
識と望ましい食習慣を身に付けるこ
とができるように、農業体験の実施
や地域の協力を得ながら、朝食欠食
率の減少を目指し、栄養等について
学ぶ場の充実を図る。

―

子どもたちが、食に関する正し
い知識と望ましい食習慣を身に
付けさせることができるよう
に、農業体験の実施や、地域の
協力を得ながら、朝食欠食率の
減少を目指し、栄養等について
学ぶ場の充実を図った。
各校における朝食欠食率をデー
タ化し、体力向上推進委員会発
行誌「すこやか」に分析ととも
に掲載し、新座市のＨＰに公開
した。

4 ―

子どもたちが、食に関する正し
い知識と望ましい食習慣を身に
付けさせることができるよう
に、農業体験の実施や、地域の
協力を得ながら、朝食欠食率の
減少を目指し、栄養等について
学ぶ場の充実を図る。
各校における朝食欠食率をデー
タ化し、家庭・地域へ啓発す
る。また、体力向上推進委員会
発行誌「すこやか」に分析とと
もに掲載し、新座市のＨＰに公
開する。

指導課

58 教育相談事業の充実
教育相談員の配置を見直し、学校カ
ウンセラー等との連携を一層密に
し、教育相談の充実を図る。

7,428,400

教育相談室に教育相談員４人と
学校カウンセラー２人、スクー
ルソーシャルワーカー１名を配
置し、特に学童期･思春期におけ
る心の問題について電話や来談
による相談体制の充実を図っ
た。
平成２７年度教育相談室相談件
数4,821件

4 77,620,000

引き続き、教育相談室に教育相
談員４人と学校カウンセラー２
人、スクールソーシャルワー
カー１名を配置し、特に学童
期･思春期における心の問題に
ついて電話や来談による相談体
制の充実を図る。

教育相談セ
ンター



平成２７年度子ども・子育て支援事業計画関連施策(推進・管理事業）

番号 事業名 事業概要 平成27年度決算額(円) 平成27年度実績 評価 平成28年度予算額(円) 平成28年度の予定 所管課

59
巡回相談カウンセラー
制度

通常の学級に在籍している特別な教
育的支援を必要とする児童生徒の支
援について指導及び助言する巡回相
談カウンセラーを学校に派遣する。

450,000

通常の学級に在籍している特別
な教育的支援を必要とする児童
生徒の支援について指導及び助
言を行った。また、乳幼児期か
らの早期発見、早期就学支援を
行う巡回相談員を幼稚園及び保
育園に派遣した。
巡回相談カウンセラー４５回
巡回相談員４回

4 600,000

引き続き、通常の学級に在籍し
ている特別な教育的支援を必要
とする児童生徒の支援について
指導及び助言を行う。また、乳
幼児期からの早期発見、早期就
学支援を行う巡回相談員を幼稚
園及び保育園に派遣する。

教育相談セ
ンター

60 登校支援事業

新座市教育相談室で教育相談員（4
人）と学校カウンセラー（2 人）が
電話・来室相談やカウンセリングを
行い、必要な場合は、学校訪問や家
庭訪問も行う。

7,428,400

教育相談室に教育相談員４人と
学校カウンセラー２人、スクー
ルソーシャルワーカー１名を配
置し、特に学童期･思春期におけ
る心の問題について電話や来談
による相談体制の充実を図っ
た。
平成２７年度教育相談室相談件
数4,821件

4 7,762,000

引き続き、教育相談室に教育相
談員４人と学校カウンセラー２
人、スクールソーシャルワー
カー１名を配置し、特に学童
期･思春期における心の問題に
ついて電話や来談による相談体
制の充実を図る。

教育相談セ
ンター

61
ピア・サポーター派遣
事業

地域の大学の臨床心理系学部等と連
携することにより、大学生をサポー
ターとして各学校等に派遣し、不登
校児童生徒・集団不適応児童生徒へ
の支援活動を行う。また、大学教授
がスーパーバイザーとして専門的な
立場から教員等に指導助言を行う。

1,197,000

地域の大学の臨床心理学系、教
員養成系学部と連携することに
より、100人規模で大学生・大
学院生をサポーターとして各学
校等に派遣し、不登校児童生
徒・集団不適応児童生徒への支
援活動を行った。
派遣回数　1,197回

4 1,350,000

引き続き、地域の大学の臨床心
理学系、教員養成系学部と連携
し、大学生・大学院生をサポー
ターとして各学校等に派遣し、
不登校児童生徒・集団不適応児
童生徒への支援活動を行う。

教育相談セ
ンター

１－４ 児童虐待防止に向けた取組

番号 事業名 事業概要 平成27年度決算額(円) 平成27年度実績 評価 平成28年度予算額(円) 平成28年度の予定 所管課

62
新座市要保護児童対策
地域協議会

要保護児童を支援するため、福祉・保
健・医療・教育・警察など関係機関が連
携し、要保護児童対策地域協議会を設置
し、子どもや家族への援助の方法や対策
を協議し対応を図る。

403,545

代表者会議２回（うち１回は
CAP研修）
実務者会議12回
個別ケース検討会議５２回
研修会１回

5 437,000

代表者会議２回（うち１回は
CAP研修）
実務者会議12回
個別ケース検討会議随時
研修会１回

児童福祉課

63 緊急一時保護

緊急一時保護が必要な児童に対し調
査を実施し、必要と認められる場
合、児童相談所に通告を行う。 ―

緊急一時保護が必要な児童に対
し調査を実施し、必要と認めら
れる場合、児童相談所に通告し
た。　保護延べ件数２６件

5 ―

緊急一時保護が必要な児童に対
し調査を実施し、必要と認めら
れる場合、児童相談所に通告す
る。

児童福祉課

64
ＣＡＰプログラムの実
施

いじめや虐待などの暴力から身を守
る方法を実践的に学ぶためのＣＡＰ
プログラムを実施する。

35,450

新座市要保護児童対策地域協議
会の構成員を対象に大人向けＣ
ＡＰ研修を実施。
　参加者４８人

5 35,000

新座市要保護児童対策地域協議
会の構成員を対象に大人向けＣ
ＡＰ研修を実施。 児童福祉課

65 里親支援事業

所沢児童相談所と協力し、里親に対
して児童の養育方法の技術の向上等
を図るため、また、養育家庭におけ
る様々な問題を解決していくための
研修や交流の場を提供する。また、
「新座地区里親会」及び里親家庭の
支援を行う。

78,366

「新座地区里親会」の事務局と
なり、里親家庭と里親会の支援
を行った。
市内登録里親１６世帯
広報にいざ10月号に制度普及記
事掲載。

5 86,000

「新座地区里親会」の事務局と
なり、里親家庭と里親会の支援
を行う。
広報にいざに制度普及記事掲
載。

児童福祉課



平成２７年度子ども・子育て支援事業計画関連施策(推進・管理事業）

66

どならない子育て練習
法講座

（旧コモンセンス・ペ
アレンティング講座
（コモペ講座））

神戸少年の町版コモンセンス・ペア
レンティング（行動療法の理論背景
をもとに、子どもを効果的にしつけ
られるスキルの体得を経験的に学習
するプログラム）を子育て中の市民
を対象に実施し、怒鳴らない、叩か
ない子育ての方法を伝えることで、
子育てを支援し、ひいては児童虐待
を予防する。

―
（家庭児童相談室決算

額に含まれる）

市民向け講座（セッション）2
回／年
参加者 １９名
個別講座（セッション）
参加者　 １名
機関向け講座（セッション）
参加者　 ７名
子育て講座（ダイジェスト版）
参加者 ３３名
トレーナーグループ ２回／年参
加者 17名

5
―

（家庭児童相談室予算額
に含まれる）

市民向け講座（セッション 2回
／年
個別講座（セッション）
機関向け講座（セッション）
子育て講座（ダイジェスト版）
トレーナーグループ ２回／年

児童福祉課

１－５ 障がい児施策の充実に向けた取組
番号 事業名 事業概要 平成27年度決算額(円) 平成27年度実績 評価 平成28年度予算額(円) 平成28年度の予定 所管課

67 保育・教育内容の充実

保育・教育・福祉・保健・医療の連
携を更に強化し、障がいのある子ど
もが地域の保育園、学校に通い共に
育ち、学ぶ環境の整備を人的支援と
施設のバリアフリー化の両面から促
進に努める。また、障がいや障がい
のある子どもに対する教員や職員の
理解を深める研修会等の機会を増や
す。

90,000

障がい者福祉課や保健センター
等と連携し、保育に欠け、かつ
集団保育が可能な障がい児童の
保育園入園をサポートした。ま
た、障がい児保育の充実を図る
ため、障がい児保育研究会を設
置し、職員に対して講演会等を
実施した。
Ｈ２７年度：講演会１回、事例
研究会２回

4 120,000

前年度に引き続き、障がい児保
育の充実を図るため講演会等を
実施する。
Ｈ２８年度見込み：講演会１
回、事例研究会２回

子育て支援
課

68 保育・教育内容の充実

保育・教育・福祉・保健・医療の連
携を更に強化し、障がいのある子ど
もが地域の保育園、学校に通い共に
育ち、学ぶ環境の整備を人的支援と
施設のバリアフリー化の両面から促
進に努める。また、障がいや障がい
のある子どもに対する教員や職員の
理解を深める研修会等の機会を増や
す。

376,183

保育所等訪問支援事業等による
地域支援及び児童の発達支援に
おける連携の中核を担う児童発
達支援センターについて、平成
30年度開設を目指し、建設予定
地の調査を実施した。

3
（11,292,000）
（平成27年度予算の
繰越明許）

保育所等訪問支援事業等による
地域支援及び児童の発達支援に
おける連携の中核を担う児童発
達支援センターについて、平成
30年度開設を目指し、事業内
容、人員体制等について検討を
進める。

障がい者福
祉課

69 保育・教育内容の充実

保育・教育・福祉・保健・医療の連
携を更に強化し、障がいのある子ど
もが地域の保育園、学校に通い共に
育ち、学ぶ環境の整備を人的支援と
施設のバリアフリー化の両面から促
進に努める。また、障がいや障がい
のある子どもに対する教員や職員の
理解を深める研修会等の機会を増や
す。

69,532,020
新座市立第三中学校へ昇降機や
多目的トイレを設置し、バリア
フリー化を図った。

5 ―
障害のある子どもの進学予定校
に昇降機設置の検討を行う。

教育総務課

70 保育・教育内容の充実

保育・教育・福祉・保健・医療の連
携を更に強化し、障がいのある子ど
もが地域の保育園、学校に通い共に
育ち、学ぶ環境の整備を人的支援と
施設のバリアフリー化の両面から促
進に努める。また、障がいや障がい
のある子どもに対する教員や職員の
理解を深める研修会等の機会を増や
す。

―

保育・教育・福祉・保健の連携
を強化し、障がいのある子供が
地域の学校に通い共に育ち、学
ぶ環境の人的支援を促進した。
また、障害のある子供たちに対
する教員や職員の理解を深める
研修会等実施した。

4 ―

引き続き、保育・教育・福祉・
保健の連携を強化し、障がいの
ある子供が地域の学校に通い共
に育ち、学ぶ環境の人的支援を
促進していく。また、障害のあ
る子供たちに対する教員や職員
の理解を深める研修会等実施し
ていく。

教育相談セ
ンター



平成２７年度子ども・子育て支援事業計画関連施策(推進・管理事業）

番号 事業名 事業概要 平成27年度決算額(円) 平成27年度実績 評価 平成28年度予算額(円) 平成28年度の予定 所管課

71
障がいのある子どもへ
の保育・教育相談の充
実

福祉事務所や保健センター等の関係
機関の相談機能を強化するととも
に、各機関が連携し、適切な相談活
動ができるよう努める。教育相談セ
ンターでは、障がいのある子どもの
早期からの教育相談体制など、より
気軽に相談できる体制の整備充実を
図る。

―
　各関係機関と連携を取って適
切な相談活動ができるよう努め
た。

3 ―
　関係機関との連携を図り、適
切な相談活動ができるよう努め
ていく。

生活福祉課

72
障がいのある子どもへ
の保育・教育相談の充
実

福祉事務所や保健センター等の関係
機関の相談機能を強化するととも
に、各機関が連携し、適切な相談活
動ができるよう努める。教育相談セ
ンターでは、障がいのある子どもの
早期からの教育相談体制など、より
気軽に相談できる体制の整備充実を
図る。

10,670,311
障がい児相談支援サービスの提
供に係る基盤整備を推進した。

4 15,874,848
障がい児相談支援サービスの提
供に係る基盤整備を推進する。

障がい者福
祉課

73
障がいのある子どもへ
の保育・教育相談の充
実

福祉事務所や保健センター等の関係
機関の相談機能を強化するととも
に、各機関が連携し、適切な相談活
動ができるよう努める。教育相談セ
ンターでは、障がいのある子どもの
早期からの教育相談体制など、より
気軽に相談できる体制の整備充実を
図る。

1,200,000

保育方針に役立てるため、言
語・心理・療育３分野での有資
格者による巡回相談を希望園で
実施し、障がい児保育に関して
サポートを行った。
Ｈ２７年度：言語相談２６件、
心理相談１５件、療育相談１９
件

4 1,420,000

前年度に引き続き言語・心理・
療育の３分野での有資格者によ
る巡回相談を希望園で実施予
定。
Ｈ２８年度見込み：言語３０
回、心理１９回、療育２２回

子育て支援
課

74
障がいのある子どもへ
の保育・教育相談の充
実

福祉事務所や保健センター等の関係
機関の相談機能を強化するととも
に、各機関が連携し、適切な相談活
動ができるよう努める。教育相談セ
ンターでは、障がいのある子どもの
早期からの教育相談体制など、より
気軽に相談できる体制の整備充実を
図る。

―

児童福祉課（家庭児童相談室を
含む）では、適切な相談活動が
できるように、障がい者福祉
課、保健センター、教育相談セ
ンター等と連携を図り、相談機
能の強化を図った。

5 ―

児童福祉課（家庭児童相談室を
含む）では、適切な相談活動が
できるように、障がい者福祉
課、保健センター、教育相談セ
ンター等と連携を図り、相談機
能の強化を図る。

児童福祉課

75
障がいのある子どもへ
の保育・教育相談の充
実

福祉事務所や保健センター等の関係機関
の相談機能を強化するとともに、各機関
が連携し、適切な相談活動ができるよう
努める。教育相談センターでは、障がい
のある子どもの早期からの教育相談体制
など、より気軽に相談できる体制の整備
充実を図る。

604,860

小児科医師及び保健師、栄養
士、作業療法士による相談を
行っている。
実施回数：１２回
延べ来所者数：４８名

5 760,968

小児科医師及び保健師、栄養
士、作業療法士による相談を行
う予定。
実施回数：１２回（予定）
延べ来所者数：４８名（予定）

保健セン
ター

76
障がいのある子どもへ
の保育・教育相談の充
実

福祉事務所や保健センター等の関係機関
の相談機能を強化するとともに、各機関
が連携し、適切な相談活動ができるよう
努める。教育相談センターでは、障がい
のある子どもの早期からの教育相談体制
など、より気軽に相談できる体制の整備
充実を図る。

―

障がいのある子供たちの早期か
らの教育相談体制など、より気
軽に相談できる体制の整備充実
を図った。また、関係機関と連
携し、適切な相談活動ができる
よう努めた。

4 ―

引き続き、障がいのある子供た
ちの早期からの教育相談体制な
ど、より気軽に相談できる体制
の整備充実を図る。また、関係
機関と連携し、適切な相談活動
ができるよう努めていく。

教育相談セ
ンター



平成２７年度子ども・子育て支援事業計画関連施策(推進・管理事業）

番号 事業名 事業概要 平成27年度決算額(円) 平成27年度実績 評価 平成28年度予算額(円) 平成28年度の予定 所管課

77
児童発達支援施設みど
り学園、わかば学園の
充実

みどり学園、わかば学園の療育基盤
整備を図り、療育機能を充実する。

―

平成３０年度の児童発達支援セ
ンターの開設に向け、理学療法
士を正規職員化し、療育機能の
充実に向けた体制強化を図っ
た。

4 11,292,000

引き続き、平成３０年度の両学
園の統合及び児童発達支援セン
ター化の準備の中で、療育機能
の充実を検討する。

障がい者福
祉課

78
在宅福祉サービスの推
進

障がい者ができる限り住み慣れた地
域で生活できるよう、訪問介護等の
在宅福祉サービスを更に充実すると
ともに、地域での生活の充実や社会
参加の促進等の幅広い在宅福祉サー
ビスを推進する。

70,424,273

176,623,273

・児童発達支援サービスの提供
に係る基盤整備を推進した。
・放課後ディサービスの提供に
係る基盤整備を推進した。 4

88,985,820

238,209,120

・児童発達支援サービスの提供
に係る基盤整備を推進する。
・放課後ディサービスの提供に
係る基盤整備を推進する。

障がい者福
祉課

79
障がい者医療とリハビ
リテーションの充実

幼児期から成人期、高齢期にわたっ
て地域の医科、歯科医療ケア体制の
充実と日常的な医学的リハビリテー
ション体制の整備を行うとともに、
県総合リハビリテーションセンター
等の専門機関との情報交換などの
ネットワークづくりを推進する。

―

障がい者の医療、医学的リハビ
リテーション体制の整備を行う
とともに、連携を図り、専門機
関との情報交換などのネット
ワークづくりを推進した。

3 ―

引き続き、障がい者の医療、医
学的リハビリテーション体制の
整備を行うと共に、連携を図
り、専門機関との情報交換など
のネットワーク作りを推進す
る。

障がい者福
祉課

80
児童発達支援センター
の設置

療育相談、指導訓練等が必要な児童
を総合的に支援する児童発達支援セ
ンターの設置について検討する。

―

児童発達支援センター開設庁内
検討委員会を開催し、事業内
容、人員配置及び施設規模の検
討を行った。また、施設の実施
設計に着手した。

4 11,292,000

平成２８年８月末までに設計業
務を終了し、その後、事業内
容、人員配置等の検討を行う。 障がい者福

祉課

81
発達障がい者支援マ
ネージャー育成研修

埼玉県が実施している「発達障がい
児・者支援プロジェクト」として発
達障がい者支援専門員としてのマ
ネージャー育成研修に福祉・保健・
保育・幼稚園等の職員を積極的に参
加させていく。

―

発達支援マネージャー育成研修
修了者は６人で、発達支援サ
ポーター育成研修修了者は１7
人であった。 5 ―

育成研修の参加を呼び掛ける。

障がい者福
祉課

82 障がい児保育の充実
障がいのある子どもで、集団保育が
必要とされる子どもを保育する障が
い児保育の充実を図る。

―

発達のために集団保育が必要と
なる障がいを持つ子どもの保育
の充実を図ったが、職員体制の
確保ができず、障がい児の受け
入れができない場合があった。

2 ―

職員体制を充実させ、できる限
り障がい児保育の充実を図る。

子育て支援
課

83 障がい児保育研究会
障がい児保育をめぐる諸問題を研究
協議し、障がい児保育を推進する。

―

障がい児保育をめぐる諸問題を
研究協議し、共通認識を保ち、
障がい児保育の推進に努めた。
定例会を月１回開催（８月及び
１２月を除く）
Ｈ２７年度：１０回

3 ―

前年度に引き続き、定例会を月
１回開催する（８月及び１２月
を除く）
Ｈ２８年度見込み：１０回

子育て支援
課

84 介助員制度
肢体不自由で車椅子等を使用する児
童生徒に対して、学校生活を円滑に
送るために介助員を配置する。

9,779,300

肢体不自由等で車椅子を使用す
る児童生徒に対して、学校生活
を円滑に送るために介助員を配
置した。
介助員８名配置

5 11,217,600

肢体不自由等で車椅子を使用す
る児童生徒に対して、学校生活
を円滑に送るために介助員を配
置していく。

教育相談セ
ンター



平成２７年度子ども・子育て支援事業計画関連施策(推進・管理事業）

基本目標2 すべての親が子育てを楽しみ、子どもと共に成長できることを応援するために

2-1 親になるための学習支援
番号 事業名 事業概要 平成27年度決算額(円) 平成27年度実績 評価 平成28年度予算額(円) 平成28年度の予定 所管課

85 子育て講座

小・中学校入学前の子ども
を持つ保護者に対し「就学
時健康診断」や「入学説明
会」等の機会を利用して、
家庭教育や思春期に関する
学習機会を提供し、家庭の
教育力の向上を図るととも
に、明日の親となる中学生
を対象に子育てに関する講
座を実施する。

340,000

子育て講座（A）（B)は、小・中学校
入学前の保護者を対象に23講座を実
施した。（C)は中学生を対象に２４コ
マ実施加した。
（A)新小学1年生保護者1,499人
（B）新中学1年生保護者1,265人
（C)中学生1,030人が参加した。

5 547,000 継続して実施予定 子育て支援課

86
育児関連講
座の充実

乳幼児期の子どもの成長に
関わる正しい知識や親の役
割、家庭環境づくりなど育
児に関する学習機会の提供
に努める。

―
運営を委託している地域子育て支援セ
ンターにおいて、子育てに関する講座
などを実施した。

5 ― 継続して実施予定 子育て支援課

87
育児関連講
座の充実

乳幼児期の子どもの成長に
関わる正しい知識や親の役
割、家庭環境づくりなど育
児に関する学習機会の提供
に努める。

1,226,720
講座数　11講座
開催数　63回
延べ参加人数　1,137人

4 1,109,960
講座数　10講座
開催数　57回
募集人数　396人

中央公民館

88
パパママ学
級

第１子出産予定の母親と家
族を対象に妊娠・出産・育
児について学ぶ場を提供す
ることで、育児不安の解消
や地域の仲間づくりに寄与
する。また、栄養士による
妊娠期・授乳期の食生活の
改善と望ましい食事に関す
る学習の機会を設け、知
識・情報の提供を行う。

267,301

第１子出産予定の母親と家族を対象に
パパママ学級を年４回実施。延べ
496名が参加。妊娠・出産・育児に
ついて学ぶと共に地域の仲間づくりの
機会とした。

4 308,100

妊娠届出時にチラシを配布し、広報や
ホームページ等でも周知の徹底を図
る。回収したアンケートの意見や要望
を反映しプログラム内容の検討を行
う。３回コースを年４回実施予定。

保健センター

89 育児学級

生後2～４か月の第１子を持
つ保護者を対象に、育児に
関する知識や地域の情報を
学ぶ場を提供し、育児不安
の軽減を図るとともに地域
の仲間づくりの機会とす
る。

329,744

生後２～４か月の第１子を持つ保護者
を対象に、年６回実施し、延５１３組
が参加。保健師・栄養士・子育て
ネッットワークの話、離乳食実習を
行った。フリートークの時間を設け、
地域の仲間づくりの機会となるよう配
慮した。

4 363,421

今後も引き続き、赤ちゃん訪問や広報
などで周知を図り、定員に達した場合
でも、１・３回目は参加できるよう配
慮していく。また、回収したアンケー
トから、意見や要望を反映したプログ
ラム内容の検討を行っていく。３回
コースを６回実施予定。(各回とも４０
定員)

保健センター



平成２７年度子ども・子育て支援事業計画関連施策(推進・管理事業）

番号 事業名 事業概要 平成27年度決算額(円) 平成27年度実績 評価 平成28年度予算額(円) 平成28年度の予定 所管課

90
乳幼児健診
の場を通じ
た情報提供

乳幼児家庭での食育を支援
するために、乳幼児健診や
育児学級等において、保護
者を対象に望ましい食生活
及び食育に関する資料・情
報の提供を行う。

―

乳幼児家庭での食育を支援するため、
乳幼児健診や育児学級、食育教室等に
おいて、保護者を対象に望ましい食生
活や食育、離乳食の進め方、乳幼児の
食事及び幼児のおやつに関する資料の
提供及び情報提供を行った。また、３
歳児健診において食育紙芝居を実施し
及び食育に関するチラシを配布した。
乳幼児健診96回、育児学級6回、食
育教室１回（２日）実施。

4 ―

乳幼児家庭での食育を支援するため、
乳幼児健診や育児学級、食育教室等に
おいて、保護者を対象に望ましい食生
活や食育、離乳食の進め方、乳幼児の
食事及び幼児のおやつに関する資料の
提供及び情報提供を行う。また、３歳
児健診において食育紙芝居を実施し及
び食育に関するチラシを配布する。乳
幼児健診96回、育児学級6回、食育教
室１回（２日）実施予定。

保健センター

91
父子手帳の
配布

妊娠、出産、育児に対する
心構え、協力の仕方など父
親向けの育児情報を提供す
る。

86,177

父親に対し、必要な育児知識の普及を
図るとともに、積極的な育児参加を促
すため、妊娠届出時、パパママ学級な
どで希望者に配布した。配布数６３６
冊。

4 63,256

父親に対し、必要な育児知識の普及を
図るとともに、積極的な育児参加を促
すため、妊娠届出時、パパママ学級な
どで希望者に配布予定。

保健センター

92

育児学級・
パパママ学
級への参加
啓発

夫婦が協力して出産、育児
に臨めるよう父親の参加を
促進するとともに、父親が
積極的に参加できるよう講
座内容を検討する。

597,045
育児学級：父親の参加数延２４名。
パパママ学級：父親の参加数延べ１８
６名。

4 671,521
より多くの父親に参加してもらうた
め、パパママ学級、育児学級のチラシ
等で周知の徹底を図る。

保健センター

93

多胎児の親
子の交流会
「さくらん
ぼ」への支
援

年6 回、保健センターを会
場にして、交流会を実施。
各健診のお知らせの発送
時、さくらんぼを紹介する
リーフレットを同封した
り、地区担当保健師より,
個々にさくらんぼの紹介を
する。

―

・交流会を偶数月に開催予定であった
が、８月のみ開催。妊婦４名参加。他
月は参加希望者無く、開催できず。
・各健診のお知らせの発送時、さくら
んぼ及びびーんずサロン（子育てネッ
トワーク主催）を紹介するリーフレッ
ト同封するとともに、保健事業と通じ
て、対象者に案内した。

2 ―

「さくらんぼ」交流会は２８年度は開
催せず（休会）。引き続き、リーフ
レットの同封や、保健事業を通じての
多胎児の親子支援は実施予定。

保健センター

94

主に小学生
以上の保護
者を対象に
した事業

各公民館が地域の小・中学
校と合同で、保護者向けの
家庭教育に関する講演会を
実施する。

53,240
講演会　2回（中央、畑中公民館）
参加人数　２15人

5 98,800
講演会　2回（中央、畑中公民館）
募集人数　200人

中央公民館

２－３ ひとり親家庭の自立支援の推進
番号 事業名 事業概要 平成27年度決算額(円) 平成27年度実績 評価 平成28年度予算額(円) 平成28年度の予定 所管課

95
児童扶養手
当

母子・父子家庭、又は親が
いないため親に代わって児
童を育成している養育者家
庭の方に対して、児童扶養
手当の支給を行う。

476,938,740

ひとり親家庭等に対して児童扶養手当
の支給を行った。
受給者数　　　　　  990人
支給額　　　476,938,740円

5 482,518,488
引き続き、ひとり親家庭等に対して生
活の安定や自立を促進すること目的と
して児童扶養手当を支給していく。

児童福祉課



平成２７年度子ども・子育て支援事業計画関連施策(推進・管理事業）

番号 事業名 事業概要 平成27年度決算額(円) 平成27年度実績 評価 平成28年度予算額(円) 平成28年度の予定 所管課

96
ひとり親家
庭等医療費

母子・父子家庭、又は親が
いないため親に代わって児
童を育成している養育者家
庭の方に対して、医療費の
一部を支給する。

55,511,537

ひとり親家庭等の生活の安定と自立を
支援し、福祉の増進を図るため、医療
費の一部を支給した。
支給件数　 　　23,460件
支給額　　55,511,537円

5 55,495,872
引き続き、ひとり親家庭等の生活の安
定と自立を支援し、福祉の増進を図る
ため、医療費の一部を支給する。

児童福祉課

97
母子生活支
援施設入所

保護の必要が認められる
（自立が困難等）母子家庭
又は母子に準じる家庭に対
して入所を行う。

2,710,138
母子生活支援施設
　入所委託：１世帯

4 300,992
平成２７年度に入所委託世帯が退所。
平成２８年度は保護の必要が認められ
た場合、入所措置を実施予定。

児童福祉課

98
ＪＲ通勤定
期乗車券の
割引制度

児童扶養手当の受給世帯員
に対し、ＪＲ通勤定期乗車
券の割引制度を利用する際
に必要となる「特定者資格
証明書」及び「特定者用定
期乗車券購入証明書」を発
行する。

―

児童扶養手当の受給世帯員に対し、
JR通勤定期乗車券の割引制度を利用
する際に必要となる「特定者資格証明
書」及び特定者定期乗車券購入証明
書」を発行した。
発行件数
特定者資格証明書  21件
特定者定期乗車券購入証明  38件

5 ―

引き続き、児童扶養手当の受給者に対
して、自立の促進することを目的とし
て「特定者資格証明書」及び「特定者
用定期乗車券購入証明書」を発行す
る。

児童福祉課

99
ひとり親家
庭親子のつ
どい

ひとり親家庭に対してレク
リエーションを実施し、親
子又はひとり親家庭の相互
交流と親睦を図る。

4,606

ひとり親家庭の親子・家族同士の親睦
を目的とした交流事業として「ひとり
親家庭親子のつどい」を年１回実施。
平成２７年度参加者 ２組４名

1 ― 事業廃止 児童福祉課

100

ひとり親自
立支援プロ
グラム策定
事業

児童扶養手当受給者の自立
を促進するため、ひとり親
自立支援プログラム策定員
を設置し、個々のひとり親
家庭の実情に応じた自立支
援プログラムを策定する。
さらに、必要に応じ生活保
護受給者等就労支援事業を
活用し、公共職業安定所等
と緊密に連携しつつ、きめ
細やかで確実な就業・自立
支援を行う。

2,231,744
ひとり親自立支援プログラム策定事業
平成２７年度実績　31件

4 2,281,000
目標達成後もアフターケアを行い、制
度の充実を図る予定。

児童福祉課

101

ひとり親家
庭自立支援
教育訓練給
付金事業

雇用保険制度に基づく教育
訓練給付を受ける資格の無
いひとり親家庭の父又は母
に対し、就職に必要な資格
などを得るための教育訓練
講座受講費用の一部を負担
することによって資格取得
を支援する。

―
対象講座の指定申請　０件
支給申請　０件

4 100,000

平成２８年度より支給割合を「１０分
の２」から「１０分の６」へ、支給限
度額を「１０万円」から「２０万円」
に変更し、事業実施予定。

児童福祉課

102

ひとり親家
庭高等職業
訓練促進給
付金等事業

ひとり親家庭の父又は母の
就労に直結する資格取得を
促進するため、２年以上養
成機関などで修業する場合
に生活を支援する目的で促
進費等を支給する。

3,571,000

・高等職業訓練促進給付金
　受給者：４名（延べ38か月）
・高等職業訓練修了支援給付金
　受給者：３名

5 7,300,000
平成２８年度より対象資格を拡大し、
支給期間を「２年」から「３年」へ変
更し、事業実施予定。

児童福祉課



平成２７年度子ども・子育て支援事業計画関連施策(推進・管理事業）

基本目標3 地域で子どもや親の成長を支えるまちづくりを応援するために

3－1 地域における子育て支援のネットワークづくり
番号 事業名 事業概要 平成27年度決算額(円) 平成27年度実績 評価 平成28年度予算額(円) 平成28年度の予定 所管課

103
子育てサークル等
への活動の支援

公民館、児童センター、
集会所などにおいて、子
育てサークル等の活動す
る機会や場所の提供を行
う。

―

市内４２か所の集会所を利用に供し
た。（新座ふれあいの家は平成２７
年４月１日、野火止一丁目集会所は
平成２８年２月１日付けで、供用を
開始）

4 ―
市内４３か所の集会所を利用に供
する。（東三丁目集会所は平成２
８年４月１日付けで供用を開始）

コミュニティ推
進課

104
子育てサークル等
への活動の支援

公民館、児童センター、
集会所などにおいて、子
育てサークル等の活動す
る機会や場所の提供を行
う。

―
地域子育て支援センターにおいて
サークルの育成支援及び活動支援を
実施した。

5 ― 継続して実施予定 子育て支援課

105
子育てサークル等
への活動の支援

公民館、児童センター、
集会所などにおいて、子
育てサークル等の活動す
る機会や場所の提供を行
う。

25,000
講座数　8講座
開催数　59回
延べ参加人数　624人

4 30,000
講座数　8講座
開催数　99回
募集人数　240人

中央公民館

106
子育てＮＰＯの活
動支援

ＮＰＯ法人の活動を活性
化するため、活動の場を
提供するとともに、ＮＰ
Ｏ活動への市民の理解を
深めるための情報提供を
行う。また、分野の異な
る団体同士の相互交流を
実施していく。

115,373

ＮＰＯの活動を活性化するため、平
成２８年３月に「地域デビューセミ
ナー」を開催し、市内ＮＰＯをはじ
めとしたボランティア、地域活動団
体に参加を呼び掛け、ＰＲの場を提
供した。

3 170,521

ＮＰＯの活動を活性化するため、
平成２９年３月に「地域デビュー
セミナー」を開催し、市内ＮＰＯ
をはじめとしたボランティア、地
域活動団体に参加を呼び掛け、Ｐ
Ｒの場を提供する。

コミュニティ推
進課

107
子育てＮＰＯの活
動支援

ＮＰＯ法人の活動を活性
化するため、活動の場を
提供するとともに、ＮＰ
Ｏ活動への市民の理解を
深めるための情報提供を
行う。また、分野の異な
る団体同士の相互交流を
実施していく。

―

子育て支援に関するＮＰＯ法人2団
体に、地域子育て支援センター等の
運営を委託し、活動支援を行った。
新座市児童センター及び福祉の里児
童センター運営管理
地域子育て支援センター３か所
なかまほいく事業委託
子育てサロン
ネットワークフェスティバル

4 ― 継続して実施予定 子育て支援課

108
幼保小交流研修会
の充実

幼稚園・保育園と小学校
の職員が一堂に会して、
円滑な移行や卒園までの
達成目標等について協議
する等の研修を行う。ま
た、近隣の小学校に卒園
前の園児が訪問する交流
体験を行う。

―

小学校教職員や保育士等が協力し、
小学校教育への移行や卒園までの達
成目標等について協議する等の研修
を行った。また、卒園前の園児が近
隣の小学校を訪問して交流体験の実
施をした。

4 ―
引き続き実施する中で、連携の強
化に努める。

子育て支援課



平成２７年度子ども・子育て支援事業計画関連施策(推進・管理事業）

番号 事業名 事業概要 平成27年度決算額(円) 平成27年度実績 評価 平成28年度予算額(円) 平成28年度の予定 所管課

109
幼保小交流研修会
の充実

幼稚園・保育園と小学校
の職員が一堂に会して、
円滑な移行や卒園までの
達成目標等について協議
する等の研修を行う。ま
た、近隣の小学校に卒園
前の園児が訪問する交流
体験を行う。

17,878

・幼保小の円滑な連携を目指して、
夏季全体研修会を行った。保育士と
幼稚園、小学校の教師が１００名以
上集まり研修を行った。
・年度末に５歳児保護者向け啓発
リーフレットを作成し、配布した。

4 26,000

・夏季全体研修会を行い、連携事
業の成果等の発表連携の研修を行
う。
・７月～１１月の間に各小学校区
を中心に連携事業を行う。
・実績報告、５歳児向けリーフ
レットを作成する。

指導課

110 学校施設の開放

学校施設や余裕教室を活
用して整備したコミュニ
ティ施設等として開放
し、地域の学習機会の充
実を図る。

―
利用登録した10団体ほか、地域の団
体に学校施設を開放した。

5 ― 継続して実施予定 教育総務課

111 学校施設の開放

学校施設や余裕教室を活
用して整備したコミュニ
ティ施設等として開放
し、地域の学習機会の充
実を図る。

―

　学校施設や余裕教室を活用して整
備したコミュニティ施設等として開
放し、地域の学習機会の充実を図
る。１９校で、５９団体に校庭・9
３団体に体育館を開放した。

4 ―

　学校施設や余裕教室を活用して
整備したコミュニティ施設等とし
て開放し、地域の学習機会の充実
を図る。１９校で、５７団体に校
庭・9６団体に体育館を開放し
た。

生涯学習スポー
ツ課

112
主任児童委員連絡
会議

委員間の情報交換や研修
の場として、地域におけ
る児童の健全育成に関わ
る委員の資質の向上を図
る。

―

　主任児童委員の連絡会議を4回行
い、関係機関との連携についての勉
強会や情報交換を行った。そのうち
２回は地区会長も含めての会議を実
施した。延べ参加人数59人。

3 ―

　連絡会議や勉強会を通じ、関係
機関との情報交換を適切に行える
よう、委員の資質の向上に努めて
いく。

生活福祉課

113
子育て情報誌の発
行

子育て中の親に必要な
様々な情報（子育て支援
サービス、公共施設案
内、幼稚園・保育園情報
等）を掲載した「子育て
情報誌」を発行するとと
もに、その内容をホーム
ページに掲載する。

440,640

子育てに関する情報を集約し、発行
した。
年1回　4,000部発行し、同様に新
座市ホームページに掲載した。

4 489,000 継続して実施予定 子育て支援課

114
子育てネットワー
クフェスティバル

子育て中の親子が集い運
動会やアトラクション、
子育てに関する情報交換
などを行う「子育てネッ
トワークフェスティバ
ル」を開催する。

70,000

年1回、野火止公民館で
「あそびフェスタ」を開催した
４８組１０２人参加

3 72,000 継続して実施予定 子育て支援課

115 子育てサロン

乳幼児を持つ保護者同士
が集い、手遊びをしたり
子育てについての相談を
するなど、交流を図る。

129,000
東北コミニュティセンターを会場
に、月1回、年11回実施

3 135,600 継続して実施予定 子育て支援課

116 保育園園庭開放

保育園の園庭を開放し、
保育園の子どもと地域の
子どもがふれあいながら
遊び、交流を図る。

―
公立保育園６園について、毎週水曜
日午前１０時から１１時には園庭を
開放した。

3 ―
引き続き、保育園の園庭を開放す
る。

子育て支援課



平成２７年度子ども・子育て支援事業計画関連施策(推進・管理事業）

番号 事業名 事業概要 平成27年度決算額(円) 平成27年度実績 評価 平成28年度予算額(円) 平成28年度の予定 所管課

117
保育園地域活動事
業

地域の親子や高齢者と保
育園の子どもたちが、も
ちつきなどの行事やレク
リエーションを通して、
世代間・異年齢児による
交流を図る。

―

地域の親子や高齢者と保育園の子ど
も達が、もちつき等の行事やレクリ
エーションを通して、交流を図っ
た。

3 ― 今後も､継続して実施していく。 子育て支援課

118 お父さん応援隊

父親の子育て参加の意識
啓発を図ることを目的と
して、「お父さん応援
隊」を組織し、産業フェ
スティバルへの出店など
の活動を行う。

3,144

父親の子育てへの意識啓発を図るこ
とを目的に会議や事業の企画・運営
を行った。
お父さん応援会議：委員８人、会議
開催回数３回
実施事業
・産業フェスティバルこどものひろ
ば「手作りおもちゃで遊ぼう」（10
月）
・お父さん応援隊事業写真展
（平成2６年1月～2月）
※お父さんの餅つき大会（11月予
定）については雨天中止

2 9,000

父親の子育て参加については、社
会的には増加してきている。
事業内容・方法について、検討を
行っていく。

子育て支援課

119
新座っ子ぱわー
あっぷくらぶ事業

地域の教育力の活性化と
子どもたちの地域におけ
る学校外活動の一層の充
実を図るために、地域住
民の協力により自然体
験・社会体験・スポーツ
などの体験活動や、学習
活動を実施する様々なク
ラブを運営する。

3,516,009

市内の全市立小学校１７校の特別活
動教室や体育館などを会場として、
文化、学習、スポーツのジャンルで
「くらぶ」を３８クラブ開設し、年
間を通じて活動を行った。延べ参加
登録者数８２３人。

4 3,642,000

市内の全市立小学校１７校の特別
活動教室や体育館などを会場とし
て、文化、学習、スポーツのジャ
ンルで「くらぶ」を３７クラブ開
設し、年間を通じて活動を行う。
参加登録者数８７１人。（５月末
現在）

生涯学習スポー
ツ課

120
地域ふれあい講演
会

学校と地域が連携し多様
な体験を持つ方の講演に
より、中学生に豊かな心
を育むとともに広い意味
での進路指導を行う。

120,000

・学校と地域が連携し多様な体験を
持つ方に講演を頂き、中学生に豊か
な心を育むとともに広い意味での進
路指導を行った。
・全中学校が講演会を実施した。

5 120,000

・全中学校が７～１月に講演会を
実施する。
・外部講師に進路及びキャリアに
関する講演を頂き、生徒の将来に
向けた意識の向上を図っている。

指導課

121 学校懇談会

市内各小・中学校の教員
と地域の民生委員・児童
委員との懇談会による情
報交換と、その後におけ
る地域での要保護児童の
見守りなどの連携を図
る。

―

市内各小・中学校の教員と地域の民
生委員・児童委員との懇談会による
情報交換と、その後における地域で
の要保護児童の見守りなどの連携を
図った。

5 ―

市内各小・中学校の教員と地域の
民生委員・児童委員との懇談会に
よる情報交換と、その後における
地域での要保護児童の見守りなど
の連携を図る。

指導課

3－2 青少年を支援する取組

番号 事業名 事業概要 平成27年度決算額(円) 平成27年度実績 評価 平成28年度予算額(円) 平成28年度の予定 所管課

122
思春期保健相談体
制支援事業

学童期・思春期における
心の問題について、相談
体制の充実を図る。

― 思春期に関する相談件数は０件 3 ―
思春期に関する相談があれば、必
要により関係機関への相談や病院
受診を勧奨する。

保健センター



平成２７年度子ども・子育て支援事業計画関連施策(推進・管理事業）

番号 事業名 事業概要 平成27年度決算額(円) 平成27年度実績 評価 平成28年度予算額(円) 平成28年度の予定 所管課

123
思春期保健相談体
制支援事業

学童期・思春期における
心の問題について、相談
体制の充実を図る。

7,428,400

教育相談室に教育相談員４人と学校
カウンセラー２人、スクールソー
シャルワーカー１名を配置し、特に
学童期･思春期における心の問題につ
いて電話や来談による相談体制の充
実を図った。
平成２７年度教育相談室相談件数
4,821件

4 7,762,000

引き続き、教育相談室に教育相談
員４人と学校カウンセラー２人、
スクールソーシャルワーカー１名
を配置し、特に学童期･思春期に
おける心の問題について電話や来
談による相談体制の充実を図る。

教育相談セン
ター

124
青少年市民会議の
推進

青少年の健全な育成を市
民総ぐるみで推進するこ
とを目的に、この会議の
趣旨に賛同する者、青少
年関係団体、関係機関を
もって組織し、心の声か
け運動など様々な活動を
行う。

2,373,102

・各中学校区ふれあい地域連絡協議
会と協力し、年２回の心の声かけ運
動を実施した。（参加者数：第１回
４１４人、第２回４４３人 計８５７
人）
・市内全小学校６年生を対象とした
ふれあいコンサートを実施した。
・青少年健全育成啓発ちらしを市内
全小中学生に配布した。

4 2,606,000

・各中学校区ふれあい地域連絡協
議会と協力し、年２回の心の声か
け運動を実施する
・市内全小学校６年生を対象とし
たふれあいコンサートを実施する
・青少年健全育成啓発ちらしを市
内全小中学生に配布する

生涯学習スポー
ツ課

125
新座市PTA・保護
者会連合会活動の
推進

市内公立小・中学校を
もって組織され、保護者
及び教職員が一体とな
り、児童・生徒の福祉の
増進と学校教育の振興に
寄与するとともに、会員
相互の研修と連絡協議を
図ることを目的とした
「新座市PTA・保護者会
連合会」の様々な活動を
支援し、推進する。

350,000

「学校へ行こう～行ってみよう、
やってみよう、親も子どもも楽しも
う」のスローガンの下、保護者と教
職員が一体となり、児童生徒の福祉
の増進と学校教育の振興に寄与する
とともに、会員相互の研修と連絡強
調を図ることを目的とした新座市Ｐ
ＴＡ・保護者会連合会に対し、補助
金の交付のほか、様々な活動を支援
した。
補助金交付額：
350,000円

5 350,000

市内公立小・中学校をもって組織
され、保護者及び教職員が一体と
なり、児童・生徒の福祉の増進と
学校教育の振興に寄与するととも
に、会員相互の研修と連絡協議を
図ることを目的とした「新座市
PTA・保護者会連合会」の様々
な活動を支援し、推進する。

生涯学習スポー
ツ課

126 青少年団体の育成

子ども会連合会等の青少
年の健全な育成と青少年
教育の振興に資すること
を目的とした活動団体に
対して助成を行う。

4,257,000
青少年の健全な成長に必要な資質の
習得の機会を図っている団体に対し
て助成を行った。

5 4,257,000

子ども会連合会等の青少年の健全
な育成と青少年教育の振興に資す
ることを目的とした活動団体に対
して助成を行う。

生涯学習スポー
ツ課

127
学校サポート推進
事業（キャリア教
育職場体験）

キャリア教育の視点であ
る、「生きること、学ぶ
こと、働くこと」の大切
さを学習する機会とする
ため、全中学校の２年生
が３日間、地域の中で
様々な社会体験活動に取
り組む。

834,687

キャリア教育の視点である、「生き
ること、学ぶこと、働くこと」の大
切さを学習する機会とするため、全
中学校の２年生が３日間、地域の中
で様々な社会体験活動に取り組ん
だ。新座中185人、第二中324人、
第三中200人、第四中183人、第五
中249人、第六中202人。

5 865,000

キャリア教育の視点である、「生
きること、学ぶこと、働くこと」
の大切さを学習する機会とするた
め、全中学校の２年生が３日間、
地域の中で様々な社会体験活動に
取り組む。
新座中：６／８～６／10
第二中：７／６～７／８
第三中：６／１～６／３
第四中：11／30～12／２
第五中：７／12～７／14
第六中：６／29～７／１

指導課



平成２７年度子ども・子育て支援事業計画関連施策(推進・管理事業）

番号 事業名 事業概要 平成27年度決算額(円) 平成27年度実績 評価 平成28年度予算額(円) 平成28年度の予定 所管課

128
いじめ等青少年の
問題行動対策事業

いじめ等青少年の問題行
動へ対応するために、各
中学校にさわやか相談室
を開設し、６人のさわや
か相談員が相談活動を行
うとともに、教師がカウ
ンセリングマインドを
持って積極的な生徒指導
が行えるよう学校カウン
セリング研修会を開催す
る。

11,832,600
中学生及びその保護者等からの延べ
相談件数３，２５８件

4 11,903,000

いじめ等青少年の問題行動へ対応
するために、各中学校にさわやか
相談室を開設し、６人のさわやか
相談員が相談活動を行うととも
に、教師がカウンセリングマイン
ドを持って積極的な生徒指導が行
えるよう学校カウンセリング研修
会を開催する。

教育相談セン
ター

3－3 安心して外出できる環境の整備
番号 事業名 事業概要 平成27年度決算額(円) 平成27年度実績 評価 平成28年度予算額(円) 平成28年度の予定 所管課

129
子育てバリアフ
リー情報の提供

乳幼児を連れて外出する
際の遊び場、授乳コー
ナー、子ども連れに優し
いトイレの設置場所など
を示した子育てバリアフ
リー情報を提供する。

―

にいざ子育て情報誌に子育てバリア
フリーマップの要素を取り入れ、広
く市民に配布している。子育て情報
誌をホームページに掲載すること
で、より多くの市民に情報提供をす
ることができた。

3 ―
子育て情報誌をはじめ、ホーム
ページ等を通じて、今後も情報提
供を続けていく。

子育て支援課

130
キッズコーナーの
設置

子ども連れの来庁者が窓
口で申請手続をスムーズ
に行うことができるよう
にするための環境を整備
する。

― キッズコーナーの管理を実施した 5 ― 継続して実施予定 子育て支援課

131
児童遊園、公園の
整備・充実

子どもの安全な遊び場を
確保するため、児童遊
園、公園の整備・充実を
図る。

公園施設整備
12,994,668円
児童遊園施設整備
10,988,568円

公園等の整備及び
施設のリニューアル

3

公園施設整備
12,000,000円
児童遊園施設整備
9,800,000円

公園等の整備及び
施設のリニューアル

みどりと公園課

132
新座市立小・中学
校学校防災マニュ
アルの活用

災害時における学校の教
職員、児童生徒の基本行
動について共通理解を図
る。（１）災害時におけ
る教職員の基本行動・活
動組織（２）災害時にお
ける児童生徒の基本行動
（授業時間前・授業時間
中・授業時間後）（３）
災害時における保護者、
地域への連絡体制

―
災害時における学校の教職員、児童
生徒の基本行動について共通理解を
図った。

4 ―
災害時における学校の教職員、児
童生徒の基本行動について共通理
解を図る。

指導課



平成２７年度子ども・子育て支援事業計画関連施策(推進・管理事業）

3－4 子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進
番号 事業名 事業概要 平成27年度決算額(円) 平成27年度実績 評価 平成28年度予算額(円) 平成28年度の予定 所管課

133
健全育成対策の充
実

子どもが心身ともに健全
に成長できるよう、非行
防止啓発活動、文化、ス
ポーツ等コミュニティ活
動、青少年活動指導者の
育成等を通じて地域社会
が一体となり、健全育成
対策を推進する。また、
子どもの権利を侵害する
児童買春、ポルノ等を防
止するため､児童買春・
児童ポルノ禁止法を普及
啓発する。

―

・青少年市民会議主催による心の声
かけ運動を市内中学校で年２回実施
した。（参加者数８５７人）
・子ども会連合会、青少年相談員協
議会の実施する各種イベントを通
じ、青少年健全育成活動を推進し
た。

4 ―

・青少年市民会議主催による心の
声かけ運動を市内中学校で年２回
実施する。
・子ども会連合会、青少年相談員
協議会の実施する各種イベントを
通じ、青少年健全育成活動を推進
する。

生涯学習スポー
ツ課

134
情報モラル教育の
推進

小・中学校において、情
報モラル教育を推進す
る。

―
児童生徒への情報モラル教育の他、
保護者への啓発を積極的に行ってい
る。

4 ―

「情報モラル教育」を扱った授業
の推進を図り、授業参観時に公開
するなどし、家庭への普及啓発を
図る。

指導課


